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オンライン政治討論の熟慮民主主義的可能性に関する研究

一内容分析によるアプローチー

金 識錆

インターネットを利用した政治討論が増加するにつれインターネットが政治討論と市民参加のための

新しい空間を提供するであろうという期待がもたれている。インターネット・コミュニケーションを通

じて政治参加の機会が増え，政治コミュニティが再構成され，公的な出来事に対する関心が増えている

事例を列挙しながら，インターネット討論の政治的効果に対し肯定的見解を示す研究者もいる（例えば，

DiMaggio,Hargittai,Neuman,＆Robinson,2001;Hill＆Hughs,1998)。特に，インターネット上で

画期的に増加している政治討論を目撃しながら，これまで主に理論的な水準で議論されてきた熟慮民主

主義(deliberativedemocracy)の理想が現実的に実現されうるという期待も提起されている(Ｒｈｅｅｅｔ

ａｊ.,2005)。

本研究は，実際のインターネット電子掲示板上の政治討論が熟慮民主主義に寄与する可能性を持って

いるかを，内容分析を通じて実証的に検討することをその目的とする。

インターネット電子掲示板上の政治討論の熟慮民主主義的可能性に関心を持つ本研究は，熟慮民主主

義が個人性(individuality)と市民性(civility)という二つの次元で構成されているというＰａｒｋ(2000）

の研究に着目して，個人性と市民性の二つの次元でインターネット電子掲示板上の政治討論の熟慮民主

主義的可能性を評価しようとする。具体的には，Cappellaetaj.(2002)が，熟慮の個人性だけでなく市

民性も含む尺度として提案した論拠レパートリー(argumentrepertoire)と討論に臨む態度変数として

討論相手に対する言葉遣いを主要変数とする。このような変数を用いてインターネット電子掲示板上の

政治討論がどのような水準で行われているのかを，Yahoo掲示板の靖国神社参拝問題に関する討論掲

示板を事例に分析を行った。

本研究の主な結果は次のとおりである。

まず，メッセージに根拠を与える行動を見ると，特定相手のないメッセージが特定相手に対するメッ

セージより，統計的に有意により多くの根拠レパートリーを含んでいた。
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特定相手に対するメッセージにおいて，賛成，反対の立場による論拠レパートリーとメッセージの文

字数の差は見られなかった。しかし，討論の発展に貢献するであろうと予想されるメッセージの場合が，

討論を阻害するであろうと予想されるメッセージより，論拠レパートリーも文字数も，統計的に有意に

多かった。また，丁寧な言語使用や普通の言葉遣いが見られたメッセージが，無礼な言語使用が見られ

たメッセージより，論拠レパートリーもメッセージの文字数も，統計的に有意に多かった。このような

結果は，賛成，反対の立場にかかわらず，相手を攻撃或いは刺激しない態度が，主張の説得力や意見の

質と関連していることを見せている。

討論の発展に貢献し，他人に対して無礼ではない態度を見せるメッセージが，討論を阻害し，他人に

対して無礼な態度を見せるメッセージより，論拠レパートリーとメッセージの文字数という側面で捉え

た意見の質において，より洗練されていることを見せる本研究の結果は，熟慮の個人性次元と市民性次

元が密接に関連していることを示唆している。また，このような結果は，インターネット電子掲示板が，

話すことと聞くことの二重の熟慮過程を体現・経験する場になりうることを示唆していると言える。

しかし，利用者の書き込み回数を考慮に入れた分析は上述の推論を'慎重に進めるように促すものであ

る。電子掲示板上の討論に参加する，つまり，書き込みをする回数が増加するほど熟慮の個人性次元が

発達するとするならば．書き込みの凹数が多い利用者が，書き込みの回数が少ない利用者より，本研究

で意見の質の尺度として，そして，熟慮の個人性の尺度として用いた，メッセージの文字数と論拠レ

パートリーの数がより多いと期待できる。しかし，本研究の結果はそれとは反対の結果を示している。

つまり，書き込み回数が多い利用者が書き込み回数が少ない利用者より，メッセージの文字数において

も論拠レパートリーの数においても，有意に少なかった。

書き込み回数とメッセージの文字数及び論拠レパートリーの数との関係は，個人性の発達という側面

では留保的な結果を示しているが，書き込み回数とメッセージの中での言葉遣いとの関係は，市民性次

元におけるインターネット電子掲示板の肯定的側ItIjを示している。丁寧な言葉遣いが見られたメッセー

ジを書き込んだ利用者の書き込み|ul数が無礼な言葉遣いが見られたメッセージを書き込んだ利用者の書

き込み回数より，そして，普通の言葉遣いが見られたメッセージを書き込んだ利用者の書き込み回数が

無礼な言葉遣いが見られたメッセージを書き込んだ利用者の書き込み回数より，有意に多かった結果

は，書き込み回数が多い利用者がそうでない利用者より無礼ではない言葉遣いをしていることを示して

いる。インターネット利用者が電子掲示板討論に参加すればするほど無礼な言葉遣いをしなくなるの

か，或は，元々言葉遣いにおいて無礼ではない人々が電子掲示板討論に参加するのかは，本研究では確

定できず，討論の流れをより具体的に分析しないと分からないが，無礼ではない言葉遣いをしている利

用者の平均書き込み同数が多いということは、インターネット電子掲示板が，誹誇中傷が乱舞するとこ

ろではなく，互いの意見を尊重しながら討論に臨む場として機能しうることを示唆すると評価できよ

う。

また，有意な結果ではなかったが，討論を持続させ発展させると期待されるメッセージを書き込んだ

利用者の平均書き込み回数が、討論を阻害すると期待されるメッセージを書き込んだ利用者の平均書き

込み回数より多い傾向が見られたことも，インターネット電子掲示板が健全な討論場として機能しうる

可能性を示唆していると思われる。

しかし，本研究は，特定の争点に関するインターネット電子掲示板に，特定の時点で掲示された内容

を分析したために，本研究の結果を一般化することはできない。本研究で得られた結果は特定イシュー
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にのみ見られるものである可能性もあり，また，特定時点でのみ見られる可能性もある。後続の研究は

より一般化できる結果を得るためにイシュー間の比較やより長い期間のメッセージを分析する必要があ

る。そのような作業が多くの資源を要するものならば、本研究のような事例研究を重ねていってそれを

通じて，多様なイシュー間そして時点間の比較を可能にすることも望まれる。

今後はより多様なイシューを多様な時点で分析し，イシュー間比較を通じてインターネット電子掲示

板における政治討論の現状をより一般的なレベルで説明することができるようにしなければならない。

また，その研究を進める際，上でも述べたように，討論の流れをより具体的に追跡し，また，量的な方

法だけでなく，討論の内容をより反映できる質的な方法を用いて，討論に参加する過程の中で討論参加

者が彼らの意見において，そして，態度においてどのような変化を見せているのかも分析できるように

しなければならない。
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営利活動と非営利活動の境界における市民事業

五牒堀陽子

０．はじめに

１９９５年の阪神大震災を契機として，ようやく日本でも神の使命としてではない形でのボランティア

活動が定着するようになった（今田2002:i-v)。ボランティア活動が身近になるとともに、その受け皿

となる民間非営利組織(NPO)も注目を浴びるようになった。１９９８年に制定された特定非営利活動促進

法に基づくＮＰＯ法人の増加の勢いは現在も衰えを見せない。最近では，ＮＰＯという枠に捉われず，新

たに「社会的企業」という概念も提唱されている。「社会的企業」とは、ビジネスの手法を取り入れ社会

的事業に取り組むNPO,社会的課題の解決を使命とし事業に取り組む会社，あるいは中間法人の形態に

よるものなど，社会的使命をもった事業体の総称である（谷本2006:ｌ)。この「事業性」こそが，従来

のボランティア・グループとＮＰＯの主要な相違点である。


